
議案第１１号 

   関市地域交流施設条例の制定について 

 関市地域交流施設条例を次のとおり制定するものとする。 

  令和２年２月１９日提出 

関市長 尾 関 健 治     

   提案理由 

 関市地域交流施設を設置するため、この条例を定めようとする。 



   関市地域交流施設条例 

（設置） 

第１条 市民と来訪者の交流や体験活動を支援し、豊かさと生きがいの感じ

られる地域社会の形成に寄与し、及びコンベンションその他の催事を通じ

て本市の産業等の発展に資するため、本市に関市地域交流施設（以下「施

設」という。）を設置する。 

 （名称及び位置） 

第２条 施設の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 せきてらす 

位置 関市平和通４丁目１２番地１ 

（休館日） 

第３条 施設の休館日は、次のとおりとする。 

（１） 火曜日（当該火曜日が国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律

第１７８号）第３条に定める休日（以下「休日」という。）に当たると

きは、その翌日） 

（２） 休日の翌日（当該翌日が土曜日、日曜日又は休日に当たるときを

除く。） 

（３） １２月２９日から翌年１月３日までの日（１月２日を除く。） 

２ 前項の規定にかかわらず、１１月８日は休館しないものとする。 

３ 市長は、特に必要と認めるときは、第１項の休館日を変更し、又は臨時

に休館日とすることができる。 

４ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定す

る指定管理者（以下「指定管理者」という。）に施設の管理を行わせる場

合において、指定管理者が特に必要と認めるときは、あらかじめ市長の承

認を受けて、第１項の休館日を変更し、又は臨時に休館日とすることがで

きる。 

（使用時間） 

第４条 施設の使用時間は、午前９時から午後９時３０分までとする。 

２ 市長は、特に必要と認めるときは、前項の使用時間を変更することがで



きる。 

３ 指定管理者に施設の管理を行わせる場合において、指定管理者が特に必

要と認めるときは、あらかじめ市長の承認を受けて、第１項の使用時間を

変更することができる。 

（使用の許可） 

第５条 施設を使用しようとする者は、あらかじめ市長（指定管理者に施設

の管理を行わせる場合は、指定管理者。以下この条、次条、第８条第１項

及び第１１条第２項において同じ。）の許可を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の許可をする場合において、施設の管理上必要な条件（以

下「使用許可条件」という。）を付けることができる。 

（使用の不許可） 

第６条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、施設の使用を許可

しないことができる。 

（１） 前条第１項の許可を受けようとする者（以下「申請者」という。）

が公の秩序又は善良の風俗を乱すおそれがあると認めるとき。 

（２） 申請者が関市暴力団排除条例（平成２４年関市条例第２９号）第

２条第１号に規定する暴力団、同条第３号に規定する暴力団員等その他

の反社会的勢力であるとき。 

（３） 申請者が施設又はその設備、備品等を損傷するおそれがあると認

めるとき。 

（４） 施設の管理上支障があると認めるとき。 

（５） 前各号に掲げるときのほか、施設を使用させることが適当でない

と認めるとき。 

（目的外使用等の禁止） 

第７条 第５条第１項の規定により使用の許可を受けた者（以下「使用者」

という。）は、当該使用の許可を受けた目的以外の目的に施設を使用し、

又は施設の使用の権利を他人に譲渡し、若しくは転貸してはならない。 

（使用許可の取消し等） 

第８条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、施設の使用の許可

を取り消し、又は使用を中止させることができる。 



（１） 使用者がこの条例又はこの条例に基づく規則の規定に違反したと

き。 

（２） 使用者が使用許可条件に違反したとき。 

（３） 使用者が第６条各号のいずれかに該当することとなったとき。 

（４） 使用者が偽りその他不正の行為により使用の許可を受けたことが

明らかになったとき。 

（５） 前各号に掲げるときのほか、市長が特に必要と認めたとき。 

２ 前項の規定による許可の取消し等により使用者が損害を受けることが

あっても、市（指定管理者に施設の管理を行わせる場合は、指定管理者）

はその責めを負わない。 

（使用料） 

第９条 使用者は、別表に定める使用料の額の範囲内で市長が別に定める額

をあらかじめ使用料として納入しなければならない。 

２ 納入した使用料は、返還しない。ただし、使用者の責めに帰さない理由

により施設を使用することができないときのほか市長が特に必要と認めた

ときは、その全部又は一部を返還することができる。 

３ 市長は、市が主催する事業等に施設を使用するときのほか特に必要と認

めたときは、使用料を減免することができる。 

（原状回復の義務） 

第１０条 使用者は、施設の使用を終了したとき又は第８条第１項の規定に

より施設の使用を中止させられたときは、直ちに使用場所を原状に回復し

なければならない。 

（遵守義務） 

第１１条 施設を利用する者（以下「利用者」という。）は、次に掲げる事

項を遵守しなければならない。 

（１） 宗教活動をしないこと。 

（２） 施設又はその設備、備品等を損傷し、又は汚損しないこと。 

（３） 許可を受けないで物品を陳列し、若しくは販売し、又は広告物等

を配布しないこと。 

（４） 他人に危害を加え、又は迷惑を及ぼす行為をしないこと。 



（５） 前各号に掲げるもののほか、市長が指示する事項 

２ 市長は、利用者が前項の規定に違反した場合は、その行為を止めること

を指示し、これに従わないときは、施設からの退去を命ずることができる。 

（損害賠償の義務） 

第１２条 利用者は、施設又はその設備、備品等を損傷し、又は汚損したと

きは、その損害を賠償しなければならない。ただし、市長が損害の一部又

は全部を賠償させることが適当でないと認めるときは、この限りでない。 

（指定管理者による管理等） 

第１３条 市長は、施設の設置の目的を効果的に達成するため必要があると

認めるときは、指定管理者に施設の管理を行わせるものとする。 

２ 指定管理者の指定の手続等については、関市公の施設の指定管理者の指

定手続等に関する条例（平成１７年関市条例第１７号）の定めるところに

よる。 

（指定管理者が行う業務の範囲） 

第１４条 指定管理者が行う業務の範囲は、次のとおりとする。 

（１） 施設の維持管理に関する業務 

（２） 施設の使用の許可及び制限に関する業務 

（３） 施設の運営に関する業務 

（４） 第１６条に規定する利用料金の収納等に関する業務 

（５） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める業務 

（指定管理者が行う管理の基準） 

第１５条 指定管理者は、法令、この条例、この条例に基づく規則その他市

長の定めるところに従い、施設の管理を行わなければならない。 

（指定管理者が収受する利用料金） 

第１６条 使用者は、指定管理者が施設の管理を行う場合は、施設の利用に

係る料金（以下「利用料金」という。）をあらかじめ指定管理者に支払わ

なければならない。 

２ 利用料金は、指定管理者の収入として収受させるものとする。 

３ 利用料金は、別表に定める使用料の額の範囲内であらかじめ市長の承認

を受けて、指定管理者が定めるものとする。 



４ 市長は、前項の規定により指定管理者が利用料金を定めたときは、速や

かにこれを告示しなければならない。 

５ 指定管理者が既に収入として収受した利用料金は、返還しない。ただし、

使用者の責めに帰さない理由により施設を使用することができないとき

のほか指定管理者が特に必要と認めたときは、その全部又は一部を返還す

ることができる。 

６ 指定管理者は、市長が別に定める基準に従い、利用料金を減免すること

ができる。 

 （委任） 

第１７条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年１月１日から施行する。 

（準備行為） 

２ 市長は、施行の日前においても、施設に係る使用許可申請の受付、指定

管理者の指定その他の準備行為をすることができる。 

別表（第９条、第１６条関係） 

区分 

使用料（円） 

午前 午後 夜間 
午前及び 

午後 

午後及び 

夜間 
全日 

午前９時～

正午

午後１時～

午後５時

午後６時～

午後９時

３０分 

午前９時～

午後５時 

午後１時～

午後９時３

０分 

午前９時～

午後９時３

０分 

多目的ホール １，５００２，０００１，７５０３，５００３，７５０５，２５０

キッチン設備 ３００ ４００ ３５０ ７００ ７５０１，０５０

控室 ３００ ４００ ３５０ ７００ ７５０１，０５０

刃物工房 ６００ ８００ ７００１，４００１，５００２，１００

会議室 ３００ ４００ ３５０ ７００ ７５０１，０５０



備考 

１ 使用者が入場料を徴収する場合又は営利目的で使用する場合の使

用料の額は、この表に定める使用料の額の２倍の額とする。 

２ やむを得ない理由により、使用時間区分以外の時間に使用する場合

の使用料の額は、次のとおりとする。 

区分 
使用料（円） 

多目的ホールキッチン設備 控室 刃物工房 会議室

延長料金（１時間） ５００ １００１００ ２００ １００

３ 使用者が冷暖房設備を使用する場合は、１時間（使用する時間に１

時間に満たない端数があるときは、その端数を１時間として計算す

る。）につき、次の額を徴収する。 

区分 多目的ホール キッチン設備 控室 刃物工房 会議室

冷暖房料（円） １，０００ ２００１００ ３００ ３００


